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実用新案
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＜実態１＞
○知的財産権の出願経験は７割を超えるものの、

知的財産の経営への活用は６割に止まる

＜実態２＞
○約１／４が技術・営業情報の流出被害を経験
○約３割が模倣品被害を経験

13.4%

14.5%

7.2%

7.8%

30.5%

52.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

社内に知的財産がないので、

人材育成の必要がない

人材育成を行いたいが

できていない

資格・検定制度あるいは

その対策セミナーを活用

外部専門家を社内に招いての

勉強会・研究会を開催

外部のセミナー等を活用

ＯＪＴにて実施

68.2%

20.8%

16.2%
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国内で被害

海外で被害

2.2%
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0.5%

4.9%

10.1%

12.3%

73.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

社内情報への不正

アクセスによる流出

盗難による流出

従業員による流出

業務提携等の取引先

経由による流出

退職従業員による流出

被害の経験はない

ある

19.4%

ない

61.3%

未記入

19.3%

営業秘密とその

他の情報を区分

し、アクセス制

限している

16.3%

営業秘密とその

他の情報を区分

している

27.6%
営業秘密となる

ものはあるが、

特に管理してい

ない

34.7%

営業秘密となる

ものはない

17.4%

その他

1.8%
未記入

2.2%

「中小企業の知的財産に関する調査」 調査結果のポイント

Ⅰ．知的財産に関する中小企業の実態

全体の約３割が
被害を経験
（複数回答）

全体の約１／４が
被害を経験
（複数回答）

＜模倣品被害の有無＞

＜知的財産の経営への活用状況＞

＜技術・営業情報の流出被害経験と流出経路＞

＜実態３＞
○知的財産に関する社内体制は未整備

＜営業秘密の管理の状況＞ ＜「職務発明」に関する社内規定の有無＞

・営業秘密を厳密に把握・管理できて
いる企業は２割に満たない。
※従業員２０人以下の場合は１割以下

⇒法制度を活用できる実効的な
営業秘密の管理が不可欠

・『職務発明』に関する社内規定を
設けている企業は約２割に止まる
※従業員２０人以下の場合は１割以下

⇒従業員との訴訟等のリスク

＜実態４＞
○人材育成の方法は『ＯＪＴ』が大半を占める

＜実態５＞
○助成等の知的財産関連施策へのニーズは
あるものの、利用している企業は少ない

＜施策別の利用状況＞

「特許料金の減免制度」（５．６％）
「国内出願の助成制度」（４．３％）
「外国出願の助成制度」（６．９％）

Ⅱ．拡充が急がれる中小企業の
知的財産に関する支援策

＜調査の概要＞
【調査対象】 都内の中小・小規模事業者（製造業）：５，１９４件
【回 答 率】 １２．５％（６４９件）

※本調査では知的財産、知的財産権は以下を意味する
・知的財産・・・・特許権、実用新案権、商標権、意匠権、ノウハウ等
・知的財産権・・特許権、実用新案権、商標権、意匠権

＜知的財産に関する人材育成の方法＞

（複数回答）

流
出
経
路

平成25年3月

＜知的財産権の出願・保有の状況＞

＜知的財産権別（複数回答）＞

55.8%
71.6%知的財産権

出願経験がある 現在保有している

経営に活用

できている
60.4%

経営に活用

したいがで

きていない

16.8%

経営に活用

していない
19.1%

未記入

3.7%

※従業員２０名以下の場合

・ＯＪＴにて実施 ３８．４％

・人材育成を行いたいができない ２０．５％

＜今後、拡充を期待する公的支援＞

「出願・維持費への助成（国内）」（６５．７％）
「出願・維持費への助成」（海外）（３８．３％）
「弁理士費用の助成」 （３８．５％）

○一層の普及啓発が不可欠。中小企業の知的財産
の戦略的活用を促進するため、ものづくりや自
社ブランド構築における先進事例の紹介などの
取り組み強化が必要

○（営業秘密等に関する社内管理体制の整備を促
進するため）「営業秘密管理指針」・「技術流
出防止指針」（経済産業省）の活用を促進する
ため、中小企業にとってわかり易い内容とする
ことが急がれる

○営業秘密の管理については、流出経路毎（退職
従業員、取引先、盗難等）に必要となる具体的
な取り組みを示した“実務マニュアル”の作成
が必要

○模倣品等の海外での知的財産権の侵害に対して、
在外公館等による相手国政府への働きかけ強化
や民間交渉への同席など、国による対応の強化
が不可欠

○社内体制整備を促進するため、前述の営業秘密に
関する“実務マニュアル”の活用や「新職務発明制

度における手続き事例集」（特許庁）による職務発
明に関する社内規定の導入を推奨すべき

○弁理士等の外部専門家を中小企業の知的財産活
動（制度整備・人材育成）に活用するため、弁
理士費用の税額控除や大手企業ＯＢとのマッチ
ング機能強化等の支援の拡充が必要

○特許料等の減免制度については、米国のスモー
ルエンティティ制度を参考に、要件の緩和や減
免措置内容の拡充、減免期間の延長、手続の簡
素化が不可欠

○ユーザーニーズを的確に把握し、利用しやすい
支援策に改善していくことが重要




